
議案第１７１号 

 

川崎市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和 ６ 年１１月２６日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市手数料条例の一部を改正する条例 

 川崎市手数料条例（昭和２５年川崎市条例第６号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条第４号を次のように改める。 

⑷ 課税に関する証明書の交付 

ア 端末機器（地方公共団体情報システム機構の使用に係る電子計算機を

経由して本市の使用に係る電子計算機と電気通信回線で接続された本市

以外の者の使用に係る端末機器であって、証明書等を交付する機能を有

するものをいう。第６号の２、第１３号、第１４号及び第１８号におい

て同じ。）により交付する場合       １件につき ２００円 

イ ア以外の場合              １件につき ３００円 

１税目ごとに１年度をもって、１件とする。ただし、固定資産ごとの証

明については、１資産ごとに１年度をもって、１件とする。 

 第２条第６号を次のように改める。 

⑹ 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第１０条第１項、第１０条の２第

１項から第５項まで又は第１２６条の規定に基づく戸籍の謄本又は抄本の



交付                    １通につき ４５０円 

第２条第６号の次に次の１号を加える。 

⑹の２ 戸籍法第１２０条第１項、第１２０条の２第１項又は第１２６条の

規定に基づく戸籍証明書の交付 

  ア 端末機器により交付する場合       １通につき ３５０円 

  イ ア以外の場合              １通につき ４５０円 

 第２条第１３号及び第１４号を次のように改める。 

⒀ 住民基本台帳法第１２条第１項、第１２条の２第１項、第１２条の３第

１項若しくは第２項若しくは第１２条の４第１項の規定に基づく住民票の

写し又は同法第２０条第１項から第４項までの規定に基づく戸籍の附票の

写しの交付 

  ア 端末機器により交付する場合       １通につき ２００円 

  イ ア以外の場合              １通につき ３００円 

⒁ 住民基本台帳法第１２条第１項、第１２条の２第１項又は第１２条の３

第１項若しくは第２項の規定に基づく住民票に記載をした事項に関する証

明書の交付 

  ア 端末機器により交付する場合       １通につき ２００円 

  イ ア以外の場合              １通につき ３００円 

第２条第１４号の次に次の１号を加える。 

⒁の２ 戸籍の附票に記載をした事項に関する証明書の交付 

１通につき ３００円 

 第２条第１８号を次のように改める。 

⒅ 印鑑に関する証明書の交付 

  ア 端末機器により交付する場合       １枚につき ２００円 

  イ ア以外の場合              １枚につき ３００円 



交付                    １通につき ４５０円 

第２条第６号の次に次の１号を加える。 

⑹の２ 戸籍法第１２０条第１項、第１２０条の２第１項又は第１２６条の

規定に基づく戸籍証明書の交付 

  ア 端末機器により交付する場合       １通につき ３５０円 

  イ ア以外の場合              １通につき ４５０円 

 第２条第１３号及び第１４号を次のように改める。 

⒀ 住民基本台帳法第１２条第１項、第１２条の２第１項、第１２条の３第

１項若しくは第２項若しくは第１２条の４第１項の規定に基づく住民票の

写し又は同法第２０条第１項から第４項までの規定に基づく戸籍の附票の

写しの交付 

  ア 端末機器により交付する場合       １通につき ２００円 

  イ ア以外の場合              １通につき ３００円 

⒁ 住民基本台帳法第１２条第１項、第１２条の２第１項又は第１２条の３

第１項若しくは第２項の規定に基づく住民票に記載をした事項に関する証

明書の交付 

  ア 端末機器により交付する場合       １通につき ２００円 

  イ ア以外の場合              １通につき ３００円 

第２条第１４号の次に次の１号を加える。 

⒁の２ 戸籍の附票に記載をした事項に関する証明書の交付 

１通につき ３００円 

 第２条第１８号を次のように改める。 

⒅ 印鑑に関する証明書の交付 

  ア 端末機器により交付する場合       １枚につき ２００円 

  イ ア以外の場合              １枚につき ３００円 

第２条第１９５号中「第１８条第１６項」を「第１８条第２０項」に改め、

同条第１９６号中「第１８条第１９項」を「第１８条第２８項」に、「第１８

条第１６項」を「第１８条第２０項」に改め、同条第１９７号中「第１８条第

１６項」を「第１８条第２０項」に改め、同条第１９８号中「第１８条第１９

項」を「第１８条第２８項」に改め、同条第２００号中「第１８条第１６項」

を「第１８条第２０項」に改め、同条第２０２号中「第１８条第２４項第１号」

を「第１８条第３８項第１号」に改める。 

第２条第２５６号及び第２５７号を次のように改める。 

(256) 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１２

条第１項の規定に基づく宅地造成等に関する工事の許可の申請に対する審

査 

ア 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の場合 

(ｱ) 盛土又は切土をする土地の面積が５００平方メートル以内のもの  

１件につき １６，０００円 

(ｲ) 盛土又は切土をする土地の面積が５００平方メートルを超え１，０

００平方メートル以内のもの    １件につき ２８，０００円 

(ｳ) 盛土又は切土をする土地の面積が１，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内のもの   １件につき ４０，０００円 

(ｴ) 盛土又は切土をする土地の面積が２，０００平方メートルを超え３，

０００平方メートル以内のもの   １件につき ５９，０００円  

 (ｵ) 盛土又は切土をする土地の面積が３，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内のもの   １件につき ６８，０００円 

(ｶ) 盛土又は切土をする土地の面積が５，０００平方メートルを超え１

０，０００平方メートル以内のもの １件につき ９３，０００円 

(ｷ) 盛土又は切土をする土地の面積が１０，０００平方メートルを超え



２０，０００平方メートル以内のもの 

１件につき １４９，０００円 

 (ｸ) 盛土又は切土をする土地の面積が２０，０００平方メートルを超え

４０，０００平方メートル以内のもの 

１件につき ２２９，０００円 

(ｹ) 盛土又は切土をする土地の面積が４０，０００平方メートルを超え

７０，０００平方メートル以内のもの 

１件につき ３６０，０００円 

(ｺ) 盛土又は切土をする土地の面積が７０，０００平方メートルを超え

１００，０００平方メートル以内のもの 

１件につき ５０９，０００円 

(ｻ) 盛土又は切土をする土地の面積が１００，０００平方メートルを超

えるもの            １件につき ６５８，０００円 

イ 土石の堆積に関する工事の場合 

(ｱ) 土石の堆積を行う土地の面積が５００平方メートル以内のもの  

１件につき １１，０００円 

(ｲ) 土石の堆積を行う土地の面積が５００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内のもの     １件につき １４，０００円 

(ｳ) 土石の堆積を行う土地の面積が１，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内のもの   １件につき １６，０００円 

(ｴ) 土石の堆積を行う土地の面積が２，０００平方メートルを超え３，

０００平方メートル以内のもの   １件につき ２０，０００円 

(ｵ) 土石の堆積を行う土地の面積が３，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内のもの   １件につき ２９，０００円 

(ｶ) 土石の堆積を行う土地の面積が５，０００平方メートルを超え１０，



２０，０００平方メートル以内のもの 

１件につき １４９，０００円 

 (ｸ) 盛土又は切土をする土地の面積が２０，０００平方メートルを超え

４０，０００平方メートル以内のもの 

１件につき ２２９，０００円 

(ｹ) 盛土又は切土をする土地の面積が４０，０００平方メートルを超え

７０，０００平方メートル以内のもの 

１件につき ３６０，０００円 

(ｺ) 盛土又は切土をする土地の面積が７０，０００平方メートルを超え

１００，０００平方メートル以内のもの 

１件につき ５０９，０００円 

(ｻ) 盛土又は切土をする土地の面積が１００，０００平方メートルを超

えるもの            １件につき ６５８，０００円 

イ 土石の堆積に関する工事の場合 

(ｱ) 土石の堆積を行う土地の面積が５００平方メートル以内のもの  

１件につき １１，０００円 

(ｲ) 土石の堆積を行う土地の面積が５００平方メートルを超え１，００

０平方メートル以内のもの     １件につき １４，０００円 

(ｳ) 土石の堆積を行う土地の面積が１，０００平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内のもの   １件につき １６，０００円 

(ｴ) 土石の堆積を行う土地の面積が２，０００平方メートルを超え３，

０００平方メートル以内のもの   １件につき ２０，０００円 

(ｵ) 土石の堆積を行う土地の面積が３，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内のもの   １件につき ２９，０００円 

(ｶ) 土石の堆積を行う土地の面積が５，０００平方メートルを超え１０，

０００平方メートル以内のもの   １件につき ３２，０００円 

(ｷ) 土石の堆積を行う土地の面積が１０，０００平方メートルを超え２

０，０００平方メートル以内のもの １件につき ３９，０００円 

(ｸ) 土石の堆積を行う土地の面積が２０，０００平方メートルを超え４

０，０００平方メートル以内のもの １件につき ５４，０００円 

(ｹ) 土石の堆積を行う土地の面積が４０，０００平方メートルを超え７

０，０００平方メートル以内のもの １件につき ７４，０００円 

(ｺ) 土石の堆積を行う土地の面積が７０，０００平方メートルを超え１

００，０００平方メートル以内のもの  

１件につき １１１，０００円 

(ｻ) 土石の堆積を行う土地の面積が１００，０００平方メートルを超え

るもの             １件につき １３６，０００円 

(257) 宅地造成及び特定盛土等規制法第１６条第１項の規定に基づく宅地造

成等に関する工事の計画の変更許可の申請に対する審査 

ア 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の場合 

    １件につき (ｱ)及び(ｲ)に掲げる額を合算した額。ただし、その額が 

６５８，０００円を超えるときは、６５８，０００円 

(ｱ) 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の設計の変更（(ｲ)のみに該当

する場合を除く。）については、盛土又は切土をする土地の面積（(ｲ)

に規定する変更を伴う場合にあっては変更前の盛土又は切土をする土

地の面積、盛土又は切土をする土地の面積の減少を伴う場合にあって

は減少後の盛土又は切土をする土地の面積）に応じ前号アに規定する

額に１０分の１を乗じて得た額 

(ｲ) 新たな盛土又は切土をする土地の追加による宅地造成又は特定盛土

等に関する工事の設計の変更については、新たに追加される盛土又は



切土をする土地の面積に応じ前号アに規定する額 

イ 土石の堆積に関する工事の場合 

    １件につき (ｱ)及び(ｲ)に掲げる額を合算した額。ただし、その額が 

１３６，０００円を超えるときは、１３６，０００円 

 (ｱ) 土石の堆積に関する工事の計画の変更（(ｲ)のみに該当する場合を除

く。）については、土石の堆積を行う土地の面積（(ｲ)に規定する変更

を伴う場合にあっては変更前の土石の堆積を行う土地の面積、土石の

堆積を行う土地の面積の減少を伴う場合にあっては減少後の土石の堆

積を行う土地の面積）に応じ前号イに規定する額に１０分の１を乗じ

て得た額 

(ｲ) 新たな土石の堆積を行う土地の追加による土石の堆積に関する工事

の計画の変更については、新たに追加される土石の堆積を行う土地の

面積に応じ前号イに規定する額 

第２条第２５７号の次に次の１号を加える。 

(257)の２ 宅地造成及び特定盛土等規制法第１８条第１項の規定に基づく申

請に係る中間検査 

  ア 盛土又は切土をする土地の面積が３，０００平方メートル以内のもの 

                     １件につき ３，１００円  

イ 盛土又は切土をする土地の面積が３，０００平方メートルを超え２０，

０００平方メートル以内のもの     １件につき ６，２００円 

ウ 盛土又は切土をする土地の面積が２０，０００平方メートルを超え４

０，０００平方メートル以内のもの  １件につき １２，４００円 

エ 盛土又は切土をする土地の面積が４０，０００平方メートルを超え７

０，０００平方メートル以内のもの  １件につき ２４，８００円 

オ 盛土又は切土をする土地の面積が７０，０００平方メートルを超え１



切土をする土地の面積に応じ前号アに規定する額 

イ 土石の堆積に関する工事の場合 

    １件につき (ｱ)及び(ｲ)に掲げる額を合算した額。ただし、その額が 

１３６，０００円を超えるときは、１３６，０００円 

 (ｱ) 土石の堆積に関する工事の計画の変更（(ｲ)のみに該当する場合を除

く。）については、土石の堆積を行う土地の面積（(ｲ)に規定する変更

を伴う場合にあっては変更前の土石の堆積を行う土地の面積、土石の

堆積を行う土地の面積の減少を伴う場合にあっては減少後の土石の堆

積を行う土地の面積）に応じ前号イに規定する額に１０分の１を乗じ

て得た額 

(ｲ) 新たな土石の堆積を行う土地の追加による土石の堆積に関する工事

の計画の変更については、新たに追加される土石の堆積を行う土地の

面積に応じ前号イに規定する額 

第２条第２５７号の次に次の１号を加える。 

(257)の２ 宅地造成及び特定盛土等規制法第１８条第１項の規定に基づく申

請に係る中間検査 

  ア 盛土又は切土をする土地の面積が３，０００平方メートル以内のもの 

                     １件につき ３，１００円  

イ 盛土又は切土をする土地の面積が３，０００平方メートルを超え２０，

０００平方メートル以内のもの     １件につき ６，２００円 

ウ 盛土又は切土をする土地の面積が２０，０００平方メートルを超え４

０，０００平方メートル以内のもの  １件につき １２，４００円 

エ 盛土又は切土をする土地の面積が４０，０００平方メートルを超え７

０，０００平方メートル以内のもの  １件につき ２４，８００円 

オ 盛土又は切土をする土地の面積が７０，０００平方メートルを超え１

００，０００平方メートル以内のもの １件につき ４３，４００円 

カ 盛土又は切土をする土地の面積が１００，０００平方メートルを超え

るもの               １件につき ６２，１００円 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年３月１日から施行する。ただし、第２条第１９５号

から第１９８号まで、第２００号及び第２０２号の改正規定は公布の日から、

同条第２５６号及び第２５７号の改正規定並びに同号の次に１号を加える改

正規定は令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第５５号）附則第

２条第２項の規定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前

の宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１２条第１項の規定に

基づく宅地造成に関する工事の計画の変更許可の申請に対する審査について

は、改正前の条例第２条第２５７号の規定は、なおその効力を有する。この

場合において、同号中「宅地造成等規制法」とあるのは「宅地造成等規制法

の一部を改正する法律（令和４年法律第５５号）附則第２条第２項の規定に

よりなお従前の例によることとされる同法による改正前の宅地造成等規制法

（昭和３６年法律第１９１号）」と、同号ア及びイ中「前号」とあるのは「川

崎市手数料条例の一部を改正する条例（令和６年川崎市条例第  号）によ

る改正前の第２条第２５６号」とする。 

 

 

 

 



参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

住民票の写し等を交付する機能を有する端末機器を用いた場合の証明書等の

交付に係る手数料の額を改定し、宅地造成等規制法の一部改正に伴い、土石の

堆積に関する工事の許可の申請に係る手数料の新設等を行い、及び建築基準法

の一部改正に伴い、所要の整備を行うため、この条例を制定するものである。 


